
- 1 - 

 

被災者支援コーディネーター育成研修実施計画 （○○県） 

年  月  日 作成 

 

 

１ 実施概要 

目的 都道府県域の全体を対象とした被災者支援のコーディネーションを担うコー

ディネーターとなる人材を育成する 

研修対象者 災害中間支援組織のスタッフ、関係者 

① NPO 団体スタッフ 

② 行政、社協職員 

③ その他関係者 

開催方法 オンデマンド研修と対面研修を組み合わせて実施 

①オンデマンド研修：知識の習得（演習までの間に受講。期間は２週間） 

②対面研修：講義・演習（グループワーク） 

主催者 

演習開催地 

演習開催日 

主催者： （都道府県域 災害中間支援組織） 

開催地：  

開催日：     年  月  日（ ） 

 

２ 研修の構成（プログラム） 

  参加者が自分事として理解できるよう、災害（H23 台風第 12 号クラス又は直下型地震）を想

定し、被災者支援について検討する。 

形式 内容 

オンデマンド

研修 

①被災者支援 

②被災者支援制度 

③被災者支援コーディネーション 

④分野別コーディネーション 

⑤多様な支援 

⑥メンタルヘルス 

⑦スフィア基準等 

演習 ①講義（１） 

・被災者コーディネーターについて 

 

②演習（１～３） 

「災害シミュレーション」 

・全体像の把握＋初動対応 

・フェーズごとのケース検討 

・情報共有会議 

・平時の取組の検討 

 

③全体の振り返り 

 

 

  

知識の習得 

①受講者の意識づけ 

↓ 

②被災者支援全体像の理解 

↓ 

③ニーズに立脚した支援の検討 

↓ 

④支援の理想像の共有 

↓ 

⑥平時の取組の検討 

↓ 

⑦全体の振り返り 

 

本研修は、
令和4年度独立行政法人福祉医療機構
社会福祉振興助成事業（モデル事業）の
助成により実施しています。
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３ 研修カリキュラム 

 （１）オンデマンド研修 

全体： https://drive.google.com/drive/u/0/folders/143pz6_jriAO9aszCGwVpFq_2P5CooOlc  

講義： https://drive.google.com/drive/u/0/folders/1jB0l4dR2UsuzGmPDTigslS2Cvs5XiBD5 

※全体をまとめた URL からは一括してダウンロードができない場合もあるため、講義ごとに受講できるように 

URL を載せていますので、どちらかお使いやすい方で受講をお願いいたします。 

内容 講師 

研修の趣旨説明（約８分） 

・被災者支援コーディネーター育成研修について 

・JVOAD の取組（WAM 事業など）について 

・JVOAD 代表理事 

栗田暢之 

講義１ 被災者支援（約 55 分） 

・発災から復興までの支援の流れ 

・NPO 等の多様な支援 

・これまでの被災者支援の変遷など 

・連携の基本的な考え 

・情報共有会議の意義 

・JVOAD 事業担当 

古越武彦 

講義２ 被災者支援制度（２部構成） 

 ①災害救助法・被災者生活再建支援法（約 55 分） 

 

 ②災害弔慰金・見舞金、被災者支援とは（約 35 分） 

 

・関西大学 

 山崎栄一教授 

講義３ 被災者支援コーディネーション 

・被災者支援コーディネーションの必要性 

・コーディネーター役割 

・対象分野、期間など 

・JVOAD 

第６回全国フォーラム分科会２-A 

録画データ使用 

講義４ 分野別コーディネーション 

・家屋保全 

・子ども支援 

・食と栄養 

・JVOAD 

第６回全国フォーラム分科会２-A 

録画データ使用 

講義５ 多様な支援 

・災害 VC による支援（約 26 分） 

 

・保健・医療・福祉の仕組み（約 13 分） 

 

・全国社会福祉協議会 

 楠聖伸氏 

・日本赤十字社 

 中村真之氏 

講義６ メンタルヘルス（約 24 分） 

  

・日本赤十字社 

 五十嵐 氏 

講義７ スフィア基準等 ・JVOAD 

第６回全国フォーラム分科会４-C 

録画データ使用 

 

  ○研修レポート 

・講義ごとに、自分がコーディネーションを行う上で何が必要なるのか、といった視点で「気

づき」や「疑問」などを記録（メモ）する。 

・そのため、提出は不要ですが、演習における資料として使用する。 

  

 

https://drive.google.com/drive/u/0/folders/143pz6_jriAO9aszCGwVpFq_2P5CooOlc
https://drive.google.com/drive/u/0/folders/1jB0l4dR2UsuzGmPDTigslS2Cvs5XiBD5
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 （２）演習 

時間 内容 講師等 

○第１日目 9：00～17：00 全体進行：JVOAD 

9：00～9：15 

 

開会  JVOAD 代表挨拶  

主催者挨拶、話題提供 

 ・○○県の現状と課題、研修で目指すこと 

・開催地の災害中間支

援組織 

9：15～9：30 

・15 分 

オリエンテーション 

・本日の研修の流れ 

・JVOAD 

オンデマンド研修の振返り 

・オンデマンド研修への質疑応答 

9：30～10：30 

・講義 60 分 

講義１「被災者支援コーディネーターについて」 

・コーディネーターの心構え 

（ニーズに立脚したコーディネーション） 

・多様性への配慮 

・活動支援 

・JVOAD 

 

10：30～10：40 休憩  

10：40～12：00 

・演習 80 分 

 

演習１「災害シミュレーション」 

被災者支援の流れを整理し、コーディネーション

の全体像を理解する。 

・開始の判断 

・初動対応 

・被害状況の把握 

・JVOAD 

 

 

 

12：00～13：00 昼食休憩  

13：00～14：30 

・演習 90 分 

演習２「被災者のニーズ」 

演習１を踏まえ、どのような被災者ニーズが現れ

るのか、支援のモレ・ムラが出ないようにするため

の取組について検討する。 

・分野ごとのニーズ把握 

・フェーズ（発災１週間後、１か月後）のケース

検討 

・情報共有会議＋対応方針策定 

・ＪＶＯＡＤ 

 

 

 

 

14：30～14：45 休憩  

14：45～16：15 

・演習 90 分 

演習３「平時の取組」 

被災者支援でどこまで目指すか、そえを達成する

ために、都道府県域で、どのような準備が必要

か、検討する。 

 ・準備したほうが良いことの検討 

 ・質疑応答 

・JVOAD  

 

・開催地の災害中間支

援組織、行政、社協から

の補足など 

16：10～16：20 

・10 分 

講評 ・人材育成部会委員 

16：20～16：30 

・10 分 

閉会 

 主催者等挨拶 

・主催者 

・JVOAD 

16：30～17：00 参加者アンケート記入 

 ※アンケート結果は集約の上、検証に活用 
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４ 会場レイアウト 

・基本レイアウトとして、１グループ最大５名とし、ジェンダーバランスに配慮する。  

演習時のレイアウト例（１グループ最大５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 新型コロナウイルス感染症等感染症対策 

研修実施にあたっては以下の対策を講じる。 

・飛沫防止対策の徹底 

マスク着用徹底、受講者の間隔を確保、アクリルパーテーションの設置など 

なお、マスク着用ができない方に対して配慮する。 

・こまめな手洗いや手指消毒を行う。 

・共用部（電気のスイッチ、ドアノブ等）の消毒を行う。 

・こまめな換気を行う。 

・密集しないように運営の工夫を行う 

・受講者には、受付の時点で、健康状態確認・検温を行う。 

主催者は、受講者の名簿（氏名、連絡先）を作成し管理する。 

・緊急事態宣言等が発出された際は、再度対策の規定等を確認する。 
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準備品 
○備品（共有） 

 備品 数量 担当 

運営・演習備品  

１ ボールペン 適量 主催者 

2 蛍光ペン（受付用） 適量 主催者 

3 ネームストラップ 参加者人数分 主催者 

4 プロッキー（８色） グループ分 主催者 

5 付箋４色（緑・青・赤・黄）、正方形 グループ分 主催者 

6 テーブル用番号札、スタンド グループ分 主催者 

7 模造紙（５枚×グループ分） グループ分 主催者 

8 持ち帰り用封筒 参加人数分 主催者 

設営備品  

１ 養生テープ（幅広、通常） 適量 主催者 

２    

機材関係  

１ プロジェクター １ 会場 

２ プロジェクタースクリーン １ 会場 

３ HDMI ケーブル（10ｍ、5m） 各１ 会場 

４ パソコン ２ JVOAD 

５ ビデオカメラ記録用 １ 主催者 

６ IC レコーダー １ 主催者／JVOAD 

７ レーザーポインター １ 主催者／JVOAD 

８ ドラムリール、電源タップ 適宜 会場 

９ 音響設備（マイクなど） １ 会場 

10 ネット環境（ポケット Wi－Fi など） １ 会場 

その他  

１ 検温器 適量 主催者 

２ 手指消毒 適量 主催者 

３ アクリル板 適量 会場／主催者 

４ 昼食 講師 
（手配）主催者 

（費用負担）個人 
 

○印刷物（共通） 

 備品 数量 担当 

１ 資料一式（レポート、アンケート用紙含む） 参加者人数分 主催者 

2 名簿（グループ分けしたもの） 参加者人数分 主催者 

3 実施計画書（内部用） 事務局用 JVOAD 

4 進行用スライド 事務局用 JVOAD 

 

 



2022年度

被災者支援コーディネーター育成研修

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
Japan Voluntary Organizations Active in Disaster

災害支援の文化を創造する

本研修は、
令和4年度独立行政法人福祉医療機構
社会福祉振興助成事業（モデル事業）の
助成により実施しています。



1. 9：00～9：15
・開会

・主催者挨拶

２. 9：15～9：30
・オリエンテーション
・オンデマンド研修の振返り

3. 9：30～10：30 講義 「被災者支援コーディネーターについて」

4. 10：40～12：00
演習１ 「災害シミュレーション」

・コーディネーションの全体像の把握、初動の対応

5. 13：00～14：30
演習２ 「災害シミュレーション」

・被災者のニーズの把握、フェーズごとのケーススタディ、情報共有会議

6. 14：45～16：15
演習３ 「理想とする被災者支援と平時の取り組み」

・災害中間支援組織○○として準備したほうが良いこと
・それを達成するために、どのような準備が必要か？

7. 16：10～16：20 講評

8. 16：20～16：30
・閉会
（閉会後、アンケート記入＋回収）

次第

2



2022年度 被災者支援コーディネーション仕組み作りの事業について

■福祉医療機構助成（WAM）事業 【事業計画】

柱
立

項目 目的 内容

１
被災者支援
コーディネーション全
体機能の検討

役割・機能について、2021年
度に作成されたガイドラインに
基づき、災害時に機能する体制
が整備されること。

コーディネーション委員会及び災害中間支援組
織全体会を継続的に開催し、災害時のコーディ
ネーション体制を整備する。
行政や災害ボランティアセンター、NPO支援セ
ンター等との連携・関係性などを整理し、関係者
間の合意形成を図る。
地域を統括するコーディネーターの研修プログ
ラムの検証を行うとともに、分野ごとのコー
ディネーター研修についてもアドバイスを行う。

２*
支援分野別のコー
ディネーションの検討

・分野別のコーディネーションの
役割を明文化し、その手法が確
立される（2021年度と異なる
２分野のガイドラインが作成さ
れる）こと。
・令和3年度作成の３分野の
コーディネーションガイドライン
の検証・更新を行うこと。

2021年度とは異なる2つの分野を特定し、分
野別ワーキンググループを設置し、これまでの
災害での支援事例を体系化、分野別のコーディ
ネーションの仕組みの検討、ガイドラインの作成
を行う。
2021年度に設置したワーキンググループは継
続し、分野ごとの人材育成研修プログラムの作
成やガイドラインの見直しなどを行う。

3

次第２：オリエンテーション



2022年度 被災者支援コーディネーション仕組み作りの事業について

■福祉医療機構助成（WAM）事業 【事業計画】

柱立 項目 目的 内容

３*
コーディネーター育成
研修

地域を統括する被災者支援のコー
ディネーター育成研修のカリキュラ
ムの作成と研修会を実施すること
により、コーディネーターの人材を
育成する。

・柱立て1および２で議論された研修プログ
ラムを活用し、統括コーディネーター育成研
修を展開していく。
・人材育成部会を設置し、研修カリキュラム
の作成に向けた検討を行い、都道府県域の
中間支援組織と連携し研修会の企画・実施
を行う。

４
コーディネーションの
周知・普及

被災者支援コーディネーションの
周知・普及に関する情報が発信さ
れ、勉強会・シンポジウムが行われ
る。

・本事業の成果を適宜情報発信していく。
・JVOADが毎年開催する「全国フォーラム」
や都道府県域で行われる研修会などでも被
災者支援コーディネーションの仕組みを伝
える。

4

次第２：オリエンテーション



目的 都道府県域の全体を対象とした被災者支援のコーディネーションを担うコー
ディネーターとなる人材を育成する

研修対象者 災害中間支援組織のスタッフ、関係者
①NPOスタッフ
②行政、社協職員
③その他支援関係者

開催方法 オンデマンド研修と対面研修を組み合わせて実施
①オンデマンド研修：知識の習得（演習までの間に受講。期間は２週間）
②対面研修：講義・演習（グループワーク）

主催者

演習開催地

演習開催日

主催者：

開催地：

開催日：

次第２：オリエンテーション

〇研修の実施概要



形式 内容

オンデマンド研修
①被災者支援

②被災者支援制度

③被災者支援コーディネーション

④分野別コーディネーション

⑤多様な支援

⑥メンタルヘルス

⑦スフィア基準等

演習
①講義 「被災者支援コーディネーション」

②演習（１～３）
「災害シミュレーション」
・全体像の把握＋初動対応
・ケース検討＋情報共有会議
・平時の取組の検討

③全体の振り返り

演習の流れ

被災者支援全体像の理解
↓
ニーズに立脚した支援の検討
↓
平時の取組の検討
↓
全体の振り返り

次第２：オリエンテーション

〇研修の構成



講義１ 「被災者支援コーディネーター」について

心構え、多様性への配慮、活動支援

1



社会福祉協議会

被災者支援のための行政・社協・NPO・企業等の連携の必要性

NPO・企業等

被災者の困りごとや
ニーズ

（災害）中間支援
組織

災害ボランティアセンタ－

地域支え合いセンター
地域福祉活動等

行政

国・都道府県

市町村

それぞれのリソースを

持ち寄り、連携・協働

情報共有・調整が重要

被災地内外から

支援に関わる

NPO、企業等

ボランティア活動を

希望する個人等

出典：内閣府作成資料にJVOAD加筆
2



防災基本計画 第2編 第1章 災害予防 第3節 国民の防災活動の促進

３ 国民の防災活動の環境整備

（２）防災ボランティア活動の環境整備

○国〔内閣府，消防庁，文部科学省，厚生労働省等〕及び市町村（都道府県）は，ボラ
ンティアの自主性を尊重しつつ，日本赤十字社，社会福祉協議会及びＮＰＯ等との連携
を図るとともに，中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組
織）を含めた連携体制の構築を図り，災害時において防災ボランティア活動が円滑に行
われるよう，その活動環境の整備を図るものとする。

○国〔内閣府，消防庁，文部科学省，厚生労働省等〕及び市町村（都道府県）は，防災
ボランティアの活動環境として，行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し，平常
時の登録，ボランティア活動や避難所運営等に関する研修や訓練の制度，災害時におけ
る防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制，防災ボランティア活動の拠点の確
保，活動上の安全確保，被災者ニーズ等の情報提供方策等について整備を推進するとと
もに，そのための意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を，研修や訓練を通じて推
進するものとする。

○被災家屋からの災害廃棄物，がれき，土砂の撤去等

○指定避難所の運営管理、要配慮者

○防災訓練、発災直後の情報収集・連絡および活動体制の確立

○ブルーシートの設置

3

※具体的な連携について、毎年
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NPO等への活動支援と活動調整（情報共有会議）

年 災害 団体数 情報共有会議

2016 熊本地震 約300団体 熊本地震・支援団体火の国会議

2017 九州北部豪雨 約150団体 九州北部豪雨支援者情報共有会議（県域＋朝倉市、日田市）

2018

大阪北部地震 約40団体 おおさか災害支援ネットワーク（OSN）災害時連携

西日本豪雨
約160団体
約100団体
約30団体

災害支援ネットワークおかやま会議（県域＋倉敷）
平成30年7月豪雨災害支援ひろしまネットワーク会議
えひめ会議（県域＋西予、宇和島）

北海道胆振東部地震 約50団体 支援団体情報共有会議

2019

令和元年８月豪雨 約120団体 葉隠会議（佐賀）・情報共有会議（福岡）

房総半島台風 約50団体 災害支援関係者打合せ会（千葉）・技術系団体による会議

東日本台風 約500団体

災害VC連絡会議（宮城）・丸森町情報共有会議
台風19号被害対応の会議（福島）・いわき市支援者情報共有会議
被災者支援いばらきネットワーク会議（茨城）
がんばろう栃木！情報共有会議（栃木）
埼玉県情報共有会議（埼玉）
台風19号かながわ災害支援者連絡会（神奈川）
長野県災害時支援ネットワーク会議（長野） など

2020 令和2年7月豪雨 約200団体
情報共有会議（福岡）
情報共有会議（大分）
火の国会議（熊本）

2021
令和3年7月・8月の大
雨

約180団体
情報共有会議（静岡）
葉隠会議（佐賀）
福岡県における大雨災害に関する情報共有会議（福岡）

情報共有会議が地域ごとに立ち上げられるようになったが、課題解決につながらない事例も・・・ 4



進化の過程で生まれた新たな課題

• 情報共有会議が被災者の課題解決につながらないケースも

（情報共有会議を行うことが目的ではない）

• 「活動支援」「活動調整」について具体的な明示が無い

（支援関係者によってイメージがバラバラ）

• コーディネーションに関する必要性の認識も不十分

• 過去の経験値やノウハウが可視化されていない

5



被災者支援コーディネーションガイドライン 第1章～第10章

１．はじめに 背景、目的、読んでほしい対象者、ガイドラインの活用方法など

２．これまでの被災者支援の課題 支援の「もれ・むら」が発生する要因となる課題

３．「被災者支援コーディネーション」とは 被災者支援コーディネーションの定義と目指すこと

４．「災害中間支援組織」とは コーディネーションの担い手となる「災害中間支援組織」の定義など

５．被災者支援コーディネーションの具体的な活動（災害時）
５-１．対象期間（時間軸） ５-５．ニーズ・支援の情報収集
５-２．対象エリア（都道府県域、市町村域） ５-６．情報共有/情報発信（ツール活用など）
５-３．調整の対象となる組織・期間・団体 ５-７．活動支援（支援団体のサポート）
５-４．調整の対象となる支援分野

６．被災者支援コーディネーションの事例

７．コーディネーションの実施体制 スタッフ数、協力体制、課題、資金的サポート

８．配慮事項 将来の脆弱性を軽減するため 支援を行う際に配慮すること

９．コーディネーションを実現するための平時の取り組み
ネットワーキング、担い手育成、コーディネーションの体制づくり

１０．効果を測定する指標 コーディネーションが行われることによる期待される成果

概要

知識

実践

付録 避難生活や生活再建のための制度
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【目的】

・どこで災害がおきても支援の「もれ・むら」をなくす
・必要な支援が効果的に届けられる

・これまでの災害対応の経験などを可視化＋共通の考え方の提示

・被災者の多様性に配慮された安心・安全な避難生活の確保
・災害関連死を防ぐ

【本ガイドラインを読んでほしい対象者】

①災害中間支援組織の職員など被災者支援のコーディネーションに関わる人

②行政や社協の職員、直接支援にかかわるＮＰＯや企業など、被災者支援の関係者

被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第１章 はじめに

7



「いい支援」ってどういう支援？

・どこで災害がおきても支援の「もれ・むら」をなくす

・必要な支援が効果的に届けられる

みなさんのイメージは？

みなさんのイメージを言葉にしてください。

8



「いい支援」になるために、どうすればいい？

• 参加者同士で考えてみてください。

9



被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第１章 はじめに

● スフィアハンドブック（Sphere） 人道支援の必須基準（ＣＨＳ） ９つのコミットメント（質の規範）
１．人道支援は状況にあわせて適切に実施されている。
２．変化する状況にあった、効果的な人道支援が行われている。
３．人道支援が地域の対応力を高め、負の影響を未然に防いでいる。
４．人道支援はコミュニケーション、参加、ならびに影響を受けた人びとの意見に基づいて行われている。
５．苦情や要望を積極的に受け入れ、適切な対応をしている。
６．人道支援は調整されており、相互補完的である。
７．人道支援者は継続的に学習し、改善している。
８．職員は効率的に職務を行えるよう、自らもサポートを受けられ、適正かつ公平な扱いを受けている。
９．資源は管理され、本来の目的のために責任を持って活用されている。

「効果的な人道支援とは人びとのニーズを包括的に捉え、それぞれの支援分野が調整、協力しながら活動
を実施することである。」

「支援調整の仕組みは、作業と責任の明確な割り当てと、支援が行われる範囲と支援の質の差を明確化
するのに不可欠である。支援の重複や資源の無駄を防ぐことは重要である。利害関係者間での情報と知
識の共有は、共同での計画立案や連携活動と同じように組織のリスク管理を改善し、支援の効果を高める。」

● 被災地につなげる災害ボランティア活動ガイドブック（全国社会福祉協議会）
「被災者中心、地元主体、協働の三原則」

10



被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

● ボランティアコーディネーターの８つの役割 （JVCA）
１. 受け止める 市民・団体からの多様な相談の受け止め
２. 求める 活動の場やボランティアの募集・開拓
３. 集める 情報の収集と整理
４. つなぐ 調整や紹介
５. 高める 気づきや学びの機会の提供
６. 創り出す 新たなネットワークづくりやプログラム開発
７. まとめる 記録・統計
８. 発信する 情報発信、提言、アドボカシー

● 災害時のための「市民協働 東京憲章」
１.被災者一人ひとりの尊厳を尊重します。
２. 支援や配慮が必要な方々に寄り添い、「いのち」と「くらし」を、みんなで支えます。
３. 支援者は、情報を交換し、ともに支援活動に取り組みます。
４. 支援者となる方々へのサポートも重要な支援の一つとして取り組みます。
５. 過去の被災の教訓から学び、平時・災害時の活動に活かします。

● 災害時における中間支援組織の１２の役割（岡山ＮＰＯセンター）
①情報共有会議の設置
②支援者のオンラインコミュニティ構築（ニーズ把握とコーディネート）
③行政制度把握・折衝
④ボランティアセンターの把握
⑤在宅避難者の把握調査
⑥避難所の把握調査
⑦支援者向け情報発信
⑧被災者向け情報発信
⑨支援者の拠点コーディネート（まびシェア）
⑩支援者の資源調達支援（物資など）
⑪支援者への資源調達支援（資金提供など）
⑫支援者の資源調達支援（資金提供のインフラ支援など）

11



●被災者支援コーディネーションの定義（本ガイドラインでの定義）

「被災者支援は、行政・社協・ＮＰＯ等、それぞれが役割を担い、各地で主体的に進められる。しかし、それぞ

れが独自に活動を展開するだけでは、支援の「もれ・むら」が生じる。そこで、平時から支援関係者の連携促

進に取り組み、災害発生後はその連携を活かして、被災者のニーズと支援の全体像を把握・共有し、被災現

場における活動を支援するとともに、課題解決に向けた調整を行う。」

●解説

・被災者支援コーディネーションは、行政・社協・災害中間支援組織が連携して行うものと考える。

・都道府県域によっては三者の体制や役割分担（グラデーション）はさまざまな形がある。

・三者が連携しコーディネーションの太い柱が形成されることが重要である。

●被災者支援コーディネーションの機能

１.連携を促進する

２.全体像を把握する

３.活動を支援する

４.課題を解決

●被災者支援コーディネーションで目指すもの

・コーディネーションが機能することにより、支援の「もれ・むら」が起きず、被災者が尊厳のある

生活ができ、さらには将来的に災害に強い地域づくりにも貢献することを目指す。

被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第３章 被災支援コーディネーションとは
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・ニーズを的確に把握
・必要な支援をつなぐ

・支援の「もれ・むら」
を防ぐ
・誰一人取り残さない

・多様な主体の参加
・ネットワークの構築

コーディネーションの太い柱
グラデーションは様々

行政、ボランティア、NPO・企業等
支援者を支える支援者
潜在的な支援者

【課題と目標】

被災者支援のコーディネーション

■被災者コーディネーションにより期待される効果

困りごと
に迅速に
対応

地域内で
の早期の
再建

消費活動
が回復

地域
活性化

交流人口
の増加

新たな魅
力の発掘

教訓を踏
まえて「備
え」の取組
み強化

地域の対
応力が更
に強化 13



●「災害中間支援組織」の定義 （本ガイドラインでの定義）

「被災者のため、自発的かつ組織的に支援を行うＮＰＯ等の活動をサポートし、行政・社協・ＮＰＯ等などのセ

クター間の連携を進め、課題解決のための被災者支援コーディネーションを行う組織」

●解説
・中間支援組織は防災基本計画には示されているが、災害支援関係者と相互の信頼に基づく場合が多い。

・災害時に「情報共有会議」を企画・運営する組織を「災害中間支援組織」としているケースもあるが、
情報共有会議を運営するだけでなく、被災者支援コーディネーションを担う組織をも意味する。

・災害中間支援組織はＮＰＯ支援センターが担うケースも多いが、ＮＰＯ支援センター以外の組織が担う
ケースもあり、必ずしも「災害中間支援組織」＝ＮＰＯ支援センターではない。

・災害中間支援組織のみが被災者支援コーディネーションを担うわけではなく、第3章に記載した通り、
行政・社協などと連携して行うことを想定している。

●災害中間支援組織の担い手の団体名、体制や形態を記載。

●災害中間支援組織の役割分担：行政、社会福祉協議会、災害中間支援組織の役割を記載。

●JVOADの災害時の役割

被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第４章 「災害中間支援組織」とは

被災者支援コーディネーターは、直接支援とは役割が異なる
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被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第５章 被災支援コーディネーションの具体的な活動（災害時）

被災者支援コーディネーションの具体的な活動内容を７つの項目に分けて記載。

5-1.対象期間（時間軸）

・【開始】は発災後すぐ ～ 【終了】は「生活再建」まで。
・被災者の困りごとが出ていないかアンテナを張っておき、迅速に対応できる状態にしていること。
・出口戦略の一環として、地域の災害対応力を強化し、次の災害への備えへの注力。

５-２. 対象エリア（県域、市町村域）
・都道府県内での被災に対応。
・都道府県域関係者との調整に加えて、必要に応じて市町村域の調整もカバー。

５-３. 調整の対象となる組織・機関・団体
・「一義的な調整の対象（NPO等）」 と 「セクター間の連携調整」
・行政や社協においても、セクター間の連携調整は災害中間支援組織と同様な意識を持つ必要がある。

５-４. 調整の対象となる支援分野
・被災者のニーズ・困りごと全般 （避難所、在宅避難、家屋保全、生業、要配慮者、食と栄養、子ども支援など）
・分野別コーディネーションの必要性、分野ごとのコーディネーションのポイントなど。

５-５. ニーズ・支援の情報収集
・情報共有会議が開催について
・ＮＰＯ・企業などの支援団体へのヒアリング、初動の状況把握、アセスメント/調査の手法など。

５-６. 情報共有／情報発信（ツール活用など含む）
・ネットワークメンバー、情報共有会議参加者などとの共有。
・対外的な発信、現地の支援状況、取り組んでいる課題などの発信。

５-７. 活動支援（支援団体のサポート）
・課題を迅速に解決するために現地で活動する団体へのサポート。
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分野 Ａ市（地区） B市（地区） C町（地区）

被災家屋

在宅

避難所

食と栄養

子ども支援

仮設住宅

生業

要配慮者 ※

・・・

都道府県域の
コーディネーション

市町村域の
コーディネーション

分野別の
コーディネーション

※要配慮者の定義は明確ではないが、高齢者、障害者、子ども、妊産婦、難病の人、慢性疾患を持つ人、外国人、性的マイノリ
ティの方などが対象となっている。ジェンダーに関して、要配慮の対象としての側面はもちろん、育児・介護などのケアの問題、
在宅避難、避難所、仮設住宅、生業と、あらゆる領域にも関係していることにも留意する必要がある。

被災者支援のコーディネーション 「地域」×「分野」へのアプローチ

支援状況の把握、未解決や取り残されている
課題に対して解決のための手を打つ

「被災者支援コー
ディネーション」は
どの範囲？

「被災者支援コー
ディネーション」は、
一人ではできない！
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被災者支援の全体像（14分野×時間）

発災 → 3か月 → 半年 → 2年

①在宅
（調査、移動、家屋、健康、経済、個別ケース）

②避難所
（調査、運営（環境整備、支援調整））

③応急仮設住宅
（環境整備、移動、見守り、生きがい、個別ケース）

④災害公営住宅
（環境整備、見守り、個別ケース）

⑤食と栄養

（食材、食事、調理環境、個別ケース）

⑥子ども
（居場所、ストレス・メンタルケア、施設再開など）

⑦物資
（衣料、消耗品、家電、備品）

⑧保健医療福祉/要配慮者
（ケース、環境整備、物資など）

⑨外国人
（多言語発信、翻訳・通訳、調査）

⑩ペット
（食料、飼育用品、住み分け、健康管理）

⑪家屋保全
（床下、壁、屋根、カビ、土砂、貴重品、法面）

⑫暮らしの再建
（相談、ケース、経済、物資、転居、写真）

⑬コミュニティ形成
（施設、備品、場、まちづくり、文化・芸術）

⑭生業
（農業、商店、事業所、販促、イベント）

被災者の生活
の場所ごとの
分野

被災者の課題
ごとの分野

避難生活
を支える

生活を
再建する

地域の
賑わい

※ジェンダーに関して上記のあ
らゆる領域に関係していること
にも留意する必要がある。

※災害によっては、市町村域・都
道府県域を超える「広域避難」へ
の対応が必要となるケースもある。
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被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

・支援を行うにあたり、コーディネーターとして気を付けるべきポイントを掲示する。

第８章 将来の脆弱性を軽減するための配慮事項
（被災した地域の対応力を高めるために）

■被災者支援コーディネーションは、目の前の緊急的な課題解決だけでなく、支援依存を生まない配
慮をし、将来の災害に備えて地域の対応力が向上するような支援を考えて、実施することが求められ
ている。 このことは、災害ボランティアセンターの三原則にもある「被災者中心」「地元主体」「協働」と
共通していると考える。

■上記以外にも、支援にあたっては、以下のような事項に配慮し、それを支援関係者に周知することも
被災者支援コーディネーターの役割である。

・性・年齢・人種・障害などによるいかなる差別も行わない
・多様性やジェンダーへの配慮
・支援をすることで、被災地のリスクを高めない
・必要性に基づいた支援を行う
・特定の団体・組織を利するような活動を行わない
・支援と政治や宗教などの活動と絡めない
・個人情報の取り扱い
・コンプライアンスの遵守

災害救援における国際赤十字・赤新月運動および非政府組織 (ＮＧＯｓ) のための行動規範

「すべての支援活動は、良きにつけ悪しきにつけ、長期開発の方向性に影響を与える。この認識に
基づき我々は、受益者の脆弱性が将来の災害では大幅に軽減されうるような支援を実施し、彼ら
が持続可能な生活様式を築けるような支援を最大限に行う。支援の計画と運営の際には、特に環
境問題を踏まえて行う。また、受益者が長期にわたり外部からの支援に依存することがないように
努め、支援の負の面を最小限にするように努力する」

18



被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第８章 将来の脆弱性を軽減するための配慮事項
（被災した地域の対応力を高めるために）

・支援を行うにあたり、コーディネーターとして気を付けるべきポイントを掲示する。

● 多様性やジェンダーへの配慮
■スフィアは「人びと」という言葉を広い意味で使用している。これは、尊厳ある生活を営む権利がす
べての人間にあり、それゆえ、支援を受ける権利がすべての個人にあるというスフィアの基本理念が
反映されているからである。「人びと」は、年齢、障がい、国籍、人種、民族性、健康状態、支持政党、性
的指向、ジェンダー、自身が定義する特徴に関わらず、女性、男性、少年、少女を含むすべての人を象
徴する言葉と捉えられるべきである。
（出典：「スフィアハンドブック」）

■震災後、生活環境の変化から家族（夫婦、親子、隣人等）との関係が変化することで不安を抱える人
やＤＶ等に悩む人が増加します。女性の相談の特徴として、被災後 2-３年は「災害で大変な時」だから
と相談や悩みをするのを我慢しがちで、被災後１０年経過してようやく声をあげたケースもあります。
このように、被害が潜在化する傾向にあるため、ジェンダーの視点を持った専門家やボランティアが連
携して復旧・復興期でも中長期的に取り組む必要があります。
（出典 内閣府「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」）

● 支援をすることで、被災地のリスクを高めない
■特に新型コロナウイルスの影響のある状況下では、地域ごとの活動方針などを確認し、必要な支援
を届けることと、支援をすることで感染リスクを高めないことの両立を目指す必要がある。（詳細は、
「新型コロナウイルスの感染が懸念される状況におけるボランティア・ＮＰＯ等の災害対応ガイドライン」
参照）
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被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第５章 被災者支援コーディネーションの具体的な活動（災害時）

・課題を迅速に解決するためには、現地で活動している団体をサポートするための取り組みも重要である。前
述の情報共有会議から得られる情報をタイムリーに提供することに加え、以下のようなサポートが考えられる。
● 支援者の仲介
● 支援に対する相談対応
● 物資などのマッチング
● 資金情報の提供・仲介
● 地元団体への働きかけ、新たな担い手のサポート
● 拠点となる場所の提供・仲介
● 政策提言
● 注意喚起
● 過去の災害での対応事例の紹介、専門NPOの紹介など
● メディアへの紹介

● 高速道路の無料化措置

５-７ 活動支援（支援団体のサポート）

● 保険の情報提供

20



被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第7章 コーディネーションの実施体制

■ 災害対応に特化できるスタッフ数
災害対応に特化できるスタッフ数に関して行った都道府県域の災害中間支援組織へのヒアリングにおいては、
災害の規模にもよるとしながらも５名～１０名程度の体制が望ましいとの意見がだされた。役割の内訳は以下
のようなイメージである。

・ 都道府県、都道府県社協との調整
・ 現地での調整
・ 本部での調整

複数の自治体で大きな被害が出ると、より多くの人員が必要となる。また、時系列で見ると発災直後から半年
程度の間に支援ニーズが重なることから、その期間により多くの人員が求められる（図２４参照）。
ただし、現状においては災害支援に特化できるスタッフを配置し、復興まで体制を維持することが財政的にも
難しい災害中間支援組織がほとんどである。

■ 想定している協力体制
相互応援協定の締結のように、災害中間支援組織の相互協力体制を整えている地域もある。

■ 課題
必要とされるコーディネーションを担うための人材の確保と資金的サポートが共通の課題となっている。
人材については、各地で担い手の育成を進める必要がある。また、本ガイドラインをベースに、研修プログラム
を組み立てることで、各地において共通の理解があるコーディネーターが育成され、災害中間支援組織間の
相互協力体制が今まで以上に効果的に行われることが期待される。

旗が立っていれば応援に駆け付けられるような仕組みを早急に
21



被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

・ネットワーキング： 「顔の見える関係」から地域の災害対応力の把握

・支援の担い手育成： 地域で不足している対応力を向上

・コーディネーションの体制づくり： 訓練などで、想定していた仕組みの検証。

県の災対本部設置訓練にNPO・社協が参加（長野県・愛媛県）

県・市町の受援計画訓練にNPO・社協が参加（福岡県大牟田市／吉富町）

民間主導の図上訓練に行政が参加（静岡県・兵庫県）

九都県市防災訓練（川崎市）

第9章 コーディネーションを実現するための平時の取り組み

22



繰り返される被災地の課題（14分野）

分野 繰り返し起きている主な課題
（制度だけでは難しく、民間の支援も充分でないなど）

① 在宅 状況の把握ができない、家電・生活備品の提供が充分でない

② 避難所 生活環境の整備ができない、運営支援の担い手不足

③ 仮設住宅 家電・生活備品の提供が充分でない、コミュニティの形成

④ 災害公営住宅 コミュニティの形成、個別ケースへの対応

⑤ 食と栄養 栄養バランス・温食の提供ができない、自炊環境が回復しない

⑥ 子ども 居場所が確保されない、施設の復旧に時間がかかる

⑦ 物資 ラストマイル問題（必要とされる人に届かない）

⑧ 保健医療福祉 状況の把握、専門職チームとの連携、サービス・施設の復旧

⑨ 外国人 状況の把握、情報の周知が難しい、外国人支援と災害支援との接点

⑩ ペット 同行避難・同伴避難ができる避難所・仮設住宅が整備されていない

⑪ 家屋保全 件数・程度の全体感が掴めない、応急措置に関する理解不足、担い手不足

⑫ 暮らしの再建 壊れた家に住み続け、安全な住まいの確保ができない人がいる

⑬ コミュニティ形成 新たな生活環境で会う機会がない、集会施設の再建に時間がかかる

⑭ 生業 事業の再開をあきらめてしまう

キーワード： 「共通認識」、 「支援の担い手」、 「コーディネーション」 23



【コーディネーターがバラバラ】
・支援の共通認識が醸成されていない
・支援者とつながっていない

【ニーズが把握できない】
・問い合わせが無い＝
ニーズが無い？）
・地域との関係性が薄い

【支援者が足りない】
・支援できる人・組織がいない
・支援者とつながっていない
・支援者が何をしていいか分からない

コーディネ
ーション

行政、ボランティア、NPO・企業等
支援者を支える支援者
潜在的な支援者

なぜ、同じ課題が繰り返されるのか？
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・ニーズを的確に把握
・必要な支援をつなぐ

・支援の「もれ・むら」
を防ぐ
・誰一人取り残さない

・多様な主体の参加
・ネットワークの構築

コーディネーションの太い柱
グラデーションは様々

行政、ボランティア、NPO・企業等
支援者を支える支援者
潜在的な支援者

【課題と目標】

被災者支援のコーディネーション （「いい支援」のイメージを図に表すと？）
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コーディネーション

行政、ボランティア、NPO・企業等
潜在的な支援者、地域外の支援者

被災者支援のコーディネーション （「いい支援」のイメージを図に表すと？）

地元の支援者
スキルを持ったNPO・企業等

26



最後に

「効果的な人道支援は、人びとのニーズを包括的にとらえ、それ
ぞれの分野が調整、協力しながら活動を実施することである」

「支援は調整されており、補完的である」
（スフィアハンドブックより）

「いい支援」が行われるためには、
『被災者支援コーディネーター』が不可欠

被災者支援コーディネーターは、直接支援と比べて、
・いろいろな間に挟まれる ⇔ いろいろなところに繋げられる
・現場から距離ができてしまう ⇔ 俯瞰的に全体像がみられる

被災者支援コーディネーターは、一人ではできない。
地域、分野、情報収集、発信、ファシリテート、提言、交渉、等々役割は多数。
・同じ意識を持ったコーディネーションのチームが必要
・直接支援の組織からの理解も必要
⇒災害中間支援組織（ネットワーク、プラットフォーム）

27



演習１ 災害シミュレーション

コーディネーションの全体像を把握する

1



・自己紹介＋午前中の感想 5分
進行役＋記録役を決めてください
※進行役は、後ほど、情報共有会議の進行をお願いするかも
※記録役は、後ほど、情報共有会議の議事録をお願いするかも

・状況付与の確認 5分

①＋②コーディネーションの判断 10分
共有と解説 10分

③情報共有会議の判断＋解説 10分
共有と解説 10分

④被害状況の把握 10分
共有と解説 10分

・質疑応答 10分

演習１ 災害シミュレーション

2



ケーススタディ 自分たちの地域が被災したら （水害編）

3



ケーススタディ 自分たちの地域が被災したら （地震編）
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被災者支援のコーディネーション 章ごとの説明

第５章 被災支援コーディネーションの具体的な活動（災害時）

被災者支援コーディネーションの具体的な活動内容を７つの項目に分けて記載。

5-1.対象期間（時間軸）

・【開始】は発災後すぐ ～ 【終了】は「生活再建」まで。
・被災者の困りごとが出ていないかアンテナを張っておき、迅速に対応できる状態にしていること。
・出口戦略の一環として、地域の災害対応力を強化し、次の災害への備えへの注力。

５-２. 対象エリア（県域、市町村域）
・都道府県内での被災に対応。
・都道府県域関係者との調整に加えて、必要に応じて市町村域の調整もカバー。

５-３. 調整の対象となる組織・機関・団体
・「一義的な調整の対象（NPO等）」 と 「セクター間の連携調整」
・行政や社協においても、セクター間の連携調整は災害中間支援組織と同様な意識を持つ必要がある。

５-４. 調整の対象となる支援分野
・被災者のニーズ・困りごと全般 （避難所、在宅避難、家屋保全、生業、要配慮者、食と栄養、子ども支援など）
・分野別コーディネーションの必要性、分野ごとのコーディネーションのポイントなど。

５-５. ニーズ・支援の情報収集
・情報共有会議が開催について
・ＮＰＯ・企業などの支援団体へのヒアリング、初動の状況把握、アセスメント/調査の手法など。

５-６. 情報共有／情報発信（ツール活用など含む）
・ネットワークメンバー、情報共有会議参加者などとの共有。
・対外的な発信、現地の支援状況、取り組んでいる課題などの発信。

５-７. 活動支援（支援団体のサポート）
・課題を迅速に解決するために現地で活動する団体へのサポート。
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①被害状況から、イメージしてください

避難所での生活は、どのくらいの期間かかりそうか？

仮設住宅が必要になる規模か？

仮設住宅が必要になる場合、どのくらいの期間かかるか？

被害を受けた家屋が再建するには、どれくらいかかる？

ニーズを基に、被災者支援が必要な期間はどれくらいか？

個人＋グループで共有

6



②被害状況からイメージしてください

県の災害対策本部が立ち上がるか？

災害ボランティアセンターが立ち上がるか？

県内のNPO等による支援は行われるか？

県外のNPO等が支援に入ってくるか？（受け入れるか？）

被災者支援コーディネーションが必要か？

個人＋グループで共有
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【参考】
朝倉の時系列（JVOAD資料）https://jvoad.jp/wp-content/uploads/2020/05/dc560826c6780f85e97e65b33a53799b.pdf

熊本地震の時系列（県資料）https://www.kumamoto-archive.jp/post/58-99991jl0003b72
8
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③情報共有会議の設置について

被害状況や①～②までの議論をふまえて、情報共有会議は必要か？

開催の意思決定は？

開催時期は？

参加者の想定は？

第1回目の会議の目的や内容は？

周知方法は？

奈良防災プラットフォームでは、どういう想定になっている？

個人＋グループで共有
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④被害状況の把握をどうするか？

被災者支援を考えるうえで、どういう「被害状況」を知りたいか？

欲しい情報を得るために、どこに連絡をするか？

「被災者支援」の見立てをするうえで、欲しい情報は何か？
どこに連絡をすると、被害状況を教えてもらえるか？

個人＋グループで共有
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出典：災害NGO結

西日本豪雨 /岡山県呉市

西日本豪雨/岡山県総社市

熊本地震/熊本県

九州北部豪雨/福岡県朝倉市
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7月8日 静岡の団体と避難生活専門委員会との打ち合わせ

7月3日 静岡県V本部情報共有会議 7月9日 静岡県災害対策本部

県V本部と市町VCとの会議

オンラインを活用した情報共有会議と被害状況把握
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出典：静岡県

行政の被害報 人的被害、建物被害、ライフライン、道路・交通機関など
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【解析結果V3】

被害状況把握 東京海上による衛星解析の情報提供①
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#
都道
府県

市区町村 施設分類 施設名
入所
定員

V3

浸水高区分
地盤面
浸水高

2 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 浦島メディカルクリニック 居宅介護支援事業所 床上浸水 46

3 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 クオリティサポートセンター3号館 15 床上浸水 56

4 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 ケアサポートクオリティ 床上浸水 60

6 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 デイサービスクオリティ 床上浸水 68

7 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 デイサービスクオリティ 床上浸水 68

8 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 浦島メディカルクリニック 床上浸水 62

9 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 デイサービスクオリティ２号館 床上浸水 58

10 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 アクタガワ 生活リハビリ押切 床上浸水 143

11 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 居宅介護支援事業所 高部陽光園 床上浸水 59

13 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 訪問介護 たまちゃんちの手 床上浸水 59

21 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 ハート・長崎新田 16 床上浸水 60

22 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 訪問看護ステーション 有度の里 床上浸水 59

24 静岡県 静岡市清水区 高齢者施設 居宅介護支援事業所てんのう 床上浸水 51

29 静岡県 静岡市清水区 障がい者施設 生活介護事業所 ＹＯＬＯ 20 床上浸水 62

31 静岡県 静岡市清水区 障がい者施設 EMICLE清水 20 床上浸水 75

35 静岡県 静岡市清水区 児童施設 高部 (認定こども園) 130 床上浸水 49

39 静岡県 静岡市清水区 児童施設 こねこのーと保育園 18 床上浸水 62

40 静岡県 静岡市清水区 児童施設 長崎おひさまの森 18 床上浸水 65

41 静岡県 静岡市清水区 児童施設 こねこのーと保育園Kitawaki 18 床上浸水 69

■福祉施設の浸水予測
①床上浸水があると解析した福祉施設（全19棟）
・静岡市清水区：高齢者施設13棟、障がい者施設2棟、児童施設4棟が床上浸水と予測
※ ※静岡県庁HP上の福祉施設一覧(2021年10月現在)、静岡市庁HP上の福祉施設一覧(2022年3月現在)をもとに作成しております。

被害状況把握 東京海上による衛星解析の情報提供②
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LINEを活用した被害状況の把握と共有 （JVOAD）
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https://cmap.dev/#6/37.745/138.032

CMAP あいおいニッセイ同和損保（参考）

17

https://cmap.dev/#6/37.745/138.032


第一回目の情報共有会議では

• お互い持っている被害状況の共有

• 災対本部、災害VC、地元の動き

• 専門NPO等の動き

• 支援の見立て、見通し

• 支援の受入れ

などの話題になることが多い
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演習２ 災害シミュレーション

被災者のニーズを把握し、支援のもれ・むらの出ないようにするために

19



１．ニーズの把握 （説明） 5分
個人ワーク 5分
グループの共有 5分
解説 5分

２．ケース①発災から10日後
個人ワーク 5分
グループワーク 10分

３．ケース②発災から30日後
個人ワーク 5分
グループワーク 10分

４．情報共有会議
1回目（解説のみ） 5分
10回目＋解説 20分
30回目＋解説 20分
質疑 5分

演習２ 災害シミュレーション

１グループにつき
・付箋（正方形）３色
・プロッキー（1セット）
・模造紙3枚

全体で、
・議事録投影用PC
・プロジェクター
・スクリーン

20



１．ニーズの把握

避難所

在宅

家屋保全※

食と栄養※

子ども支援※

外国人支援

物資支援

（仮設住宅支援）

２． ケース番号「 」

【黄色】

問題点

【ピンク】

・誰に

・どのような
【青色】

対応方法

21



２． ケース番号「 」 ２． ケース番号「 」

【黄色】

問題点【青色】

対応方法

【青色】

対応方法

【黄色】

問題点

22



被災者支援の全体像（14分野×時間）

発災 → 3か月 → 半年 → 2年

①在宅
（調査、移動、家屋、健康、経済、個別ケース）

②避難所
（調査、運営（環境整備、支援調整））

③応急仮設住宅
（環境整備、移動、見守り、生きがい、個別ケース）

④災害公営住宅
（環境整備、見守り、個別ケース）

⑤食と栄養

（食材、食事、調理環境、個別ケース）

⑥子ども
（居場所、ストレス・メンタルケア、施設再開など）

⑦物資
（衣料、消耗品、家電、備品）

⑧保健医療福祉/要配慮者
（ケース、環境整備、物資など）

⑨外国人
（多言語発信、翻訳・通訳、調査）

⑩ペット
（食料、飼育用品、住み分け、健康管理）

⑪家屋保全
（床下、壁、屋根、カビ、土砂、貴重品、法面）

⑫暮らしの再建
（相談、ケース、経済、物資、転居、写真）

⑬コミュニティ形成
（施設、備品、場、まちづくり、文化・芸術）

⑭生業
（農業、商店、事業所、販促、イベント）

被災者の生活
の場所ごとの
分野

被災者の課題
ごとの分野

避難生活
を支える

生活を
再建する

地域の
賑わい

※ジェンダーに関して上記のあ
らゆる領域に関係していること
にも留意する必要がある。

※災害によっては、市町村域・都
道府県域を超える「広域避難」へ
の対応が必要となるケースもある。

23



１．被災者支援コーディネーターとして、ニーズの把握をどうするか？

避難所

在宅

家屋保全※

食と栄養※

子ども支援※

外国人支援

物資支援

（仮設住宅支援）

【ピンク】

・誰に

・どのような

24



【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災後1週間～２週間程度

≪ケース⓪≫
情報共有会議に初めて参加したZ団体から、「●×市の避難所では、水、食料、
おむつ、生理用品が足りていないと聞いている」といった情報が寄せられた。

（3月下旬ごろ）

●×市の
指定避難
所リスト
をもらう

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？

関連死
の恐れ
も

【黄色】

問題点

【青色】

対応方法

●×市の物
資支援が機
能していな
いかも？

●×市で状
況を把握で
きていない
避難所があ
る？

県や国の物
資が届いて
いない？

この避難所
は、もしかし
て自主避難
所かも？

情報の信憑
性は？

他の物資も
届いていな
いのでは？

市の物資担
当部署に確
認

Ｚ団体にど
この避難所
かを確認す
る県の認識を

確認したい

県に●×市
から物資の
要請が来て
いるか確認

情報が古く
ないか、Z
団体に聞く どこから聞

いた情報か
確認する

水・食料な
ど基本的な
物資が届い
ていない

物資支援を
している地
元団体Aに
依頼（マッチ
ング）

物資支援し
ている民間
の支援団体
はいない？

例題

※ワーク１でやったニーズを確認した先はどこだったか、ヒントになるのでは
25



【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災後1週間～2週間程度

≪ケース①≫
発災から１週間が経過。物資配布のため複数の避難所を訪問した県内のB団体
から、体育館の避難所で、床に毛布1枚で寝ている避難者が多数いること、住民
からは洗濯をしたいといった声も挙がっているが、施設管理者から設置が難しい
と住民に伝えられたことが情報共有会議で報告された。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？

（3月下旬ごろ）
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ 発災1週間～2週間程度

≪ケース②≫
発災から2週間が経過。停電は解消したが、断水が続いている地域にお
いて炊き出しをしているＣ団体から、壊れた家に住み続けている在宅の
避難者が多数いることが報告された。また、食事や生活物資の要望がＣ
団体に寄せられているとの情報も併せて寄せられた。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？

（3月下旬ごろ）
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災1週間～2週間程度

≪ケース③≫
炊き出しの支援を考えていた団体が、行政から断られてしまった。理由
がよく分からないとのこと。住民からは温かいものを食べたいとの声が挙
がっているのに、どうしたらいいのか。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？

28
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ 発災1週間～2週間程度

≪ケース④≫
避難所運営者から避難所で子どもが日中手持無沙汰にしている様子が
報告され、同じ避難所にいる方からは子どもが走り回ってうるさくて休ま
らないとのクレームも入っているとのこと。学校は校舎が被災しているた
め再開されておらず、保護者は日中被災した家の片付けに行っているた
め、中学生が幼児を見ていたり保護者なしで、避難所に残されている子
どもたちが多い様子。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？

（3月下旬ごろ）
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災1週間～2週間程度

≪ケース⑤≫
発災から2週間。A市では、床上床下浸水多数発生しているが、技術系の
団体は入ってきていない。（ほかにも被害の大きい自治体があり、メディ
アでもよく紹介されたため、A市には団体が入っていない）
一方で、災害VCには、床下や壁のニーズは、殆ど挙がってきていない。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？

30
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災１か月後程度

≪ケース⑥≫
学校の備品支援に入っている外部の子ども支援団体が学校側から聞い
た話として、学校が再開されたが、学校を休みがちな子どもが発災前より
増えているとの情報共有があった。また、在宅避難者の訪問支援を行っ
ている団体からも、保護者が子どもの不登校についての悩みを聴く機会
が増えているとの情報共有があった。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災1か月後程度

≪ケース⑦≫
７．発災から1週間後、災害ゴミの出し方
について、以下のチラシが自治体から
住民に配られたことが、廃棄物の搬出を
手伝っているNPO団体Vから共有され、
このチラシを見た住民が対応に困って
いるので、●△町と話をしたいとの
依頼があった。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、

この情報を聞いて、どのように対応するか？
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災1カ月程度

≪ケース⑧≫
避難所の運営支援をしている団体から、が県外の聞いたことが無い団体
Vから、安全な遊び場がない子どもたちのために子どもの居場所を開設
したいという相談を受けた。すでに別の避難所で子ども支援を行っている
団体があるので、相談したいとのこと。
また、避難所に来た個人からも子どもの支援を手伝いたいとの申し出が
あったとのこと。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？
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【具体的なケースについて考える】 フェース 発災から1か月

≪ケース⑨≫
仮設住宅の建設の計画が行政から共有された。建物は行政が提供する
が、住民からは「建物」だけ提供されても、生活できないとの声が。一方
で、みなし仮設に移る被災者も多数いる。在宅の避難者もライフラインは
戻っても、給湯器などが壊れたままの世帯が多くいると思われる。

この情報から想像できる「問題」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？
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情報共有会議をやってみる！

第1回の情報共有会議 次第 ⇒演習②で共有

１．被害状況の確認

２．ニーズ、支援の見立ての確認

３．支援の受入れについて

第10回の情報共有会議 次第
１．避難所の状況について
２．廃棄物の対応について
３．食事の支援について

第30回の情報共有会議 次第

１．避難所の閉所について

２．仮設住宅・在宅への支援について

３．家屋保全の支援について

各グループの進行役１名がコーディネーターとして情報共有会議を進行。

主催者／JVOADが議事録作成

参加者は、NPO等の支援者の役

10分程度の会議を3パターン実施
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【具体的なケースについて考える】 フェーズ： 発災後1週間～２週間程度

≪ケース⓪≫
情報共有会議に初めて参加したZ団体から、「●×市の避難所では、水、食料、
おむつ、生理用品が足りていないと聞いている」といった情報が寄せられた。

（3月下旬ごろ）

●×市の
指定避難
所リスト
をもらう

この情報から想像できる「問題（ニーズ、疑問点、ニーズが出てくる理由など）」は何か？

被災者支援コーディネーターとして、この情報を聞いて、どのように対応するか？

関連死
の恐れ
も

【黄色】

問題点

【青色】

対応方法

●×市の物
資支援が機
能していな
いかも？

●×市で状
況を把握で
きていない
避難所があ
る？

県や国の物
資が届いて
いない？

この避難所
は、もしかし
て自主避難
所かも？

情報の信憑
性は？

他の物資も
届いていな
いのでは？

市の物資担
当部署に確
認

Ｚ団体にど
この避難所
かを確認す
る県の認識を

確認したい

県に●×市
から物資の
要請が来て
いるか確認

情報が古く
ないか、Z
団体に聞く どこから聞

いた情報か
確認する

水・食料な
ど基本的な
物資が届い
ていない

対処方針： A団体に情報を確認する。県や市にも情報を確認。同時並行で物資支援を行っている団体に
支援可能か情報収集。ニーズが判明すれば、すぐに支援できるように準備する

物資支援を
している地
元A団体に
依頼する

本研修の「情報共有会議」でやること
①ケースから想像できる問題点（ニーズ、課題の根源）の共有
②対応策の共有
③対応方針案をまとめる ←ここまで進行役が頑張る

物資支援し
ている民間
の支援団体
はいない？
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第10回 情報共有会議 進行案

コーディネーター（C）： それでは、ただいまから第10回の情報共有会議を始めます。発災から10日が経って、県内外の支援活動が
活発になってきています。まずは次第１の避難所の話題から入ります。現地に入っている団体から、現地の

情報の共有をお願いします。

・避難所の支援に入っている団体から、情報はありますか？

NPO団体 （JVOAD）： NPO団体Bです。被災地の避難所を回って、物資を配ってきた。その中で、見えてきた状況ですが、体育館の
避難所で、床に毛布1枚で寝ている避難者が多数いた。それから、住民からは洗濯をしたいといった声も挙
がっていた。

C： では、この状況について、どのような点が問題か、会議の参加者に聞いてみたいと思います。

（このケースを検討したグループに振る） 解決策のある問題点、解決策が出なかった問題点 ひとつずつ出してください

参加者：

C： ほかのグループで、上記以外に問題点を挙げたところありますか？

（ケースを検討していないグループにも追加で問題点が無いか聞いてみる）

参加者：

C：では、どういう対応をするかについて、ですが、ご意見ある方いますか？

（ケースを検討したグループに振る）

参加者

C： ほかに、対応策はありますか？

参加者

C： （最後に、問題について、解決策の対応方針をまとめる。）では、このケースについての、対応方針ですが、・・・・・。

こういった形で対応できたらと思いますが、大丈夫でしょうか。では、この形で進めていきます。

≪終了≫

※JVOADがNPOとして話題提供

対処方針：
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第10回 情報共有会議 議事録

③対処方針：
・

ケース：

①問題：

②対応：
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演習３ 平時の取り組み

被災者支援でどこまで目指すか？

それを達成するために、どのような準備が必要か？
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１．個人ワーク 10分
今日の研修を踏まえて、

・疑問、質問したいこと 付箋「赤」
・○○として準備したほうが良いこと 付箋「緑」

２．グループワーク 20分
「１」を共有
意見交換
まとめ

３．全体共有 30分
質疑応答
準備したほうが良いことの共有
意見交換

演習３ 理想とする被災者支援と平時の取り組み
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